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（６）主な収入源 

平成 19年（事業年度）の主な収入源を複数回答として見ていくと、「自主事業」と「会費」が

他の要素に比べて突出して多く、財政規模の大きさで変わることなく、ＮＰＯ法人の収入源とし

て重要な要素となっている。 

その他の要素については、財政規模「１円以上、100 万円未満」の団体では、「個人からの寄

付金」を挙げる団体が、他の財政規模の団体では、業務委託費、補助金を挙げる団体が若干多い。

業務委託費や補助金、助成金等の相手方として、最も多く挙げられたのは市町（行政）で、次

いで県（行政）、国（行政）、民間非営利団体、企業となっている。 

 図表１（６） 主な収入源（１番目から３番目に多い収入源を複数回答とした場合）                   Ｎ＝513 

１（６） １番目から３番目に多い収入源（複数回答とした場合）

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

自主事業

会費

市町（行政）からの業務委託費

個人からの寄付金（協賛金を含む）

市町（行政）からの補助金

県（行政）からの業務委託費

県（行政）からの補助金

国（行政）からの業務委託費

個人からの借入金

民間非営利団体からの業務委託費

民間非営利団体からの助成金

国（行政）からの補助金

企業からの助成金

企業からの寄付金（協賛金を含む）

企業からの業務委託費

企業からの借入金

非営利団体からの借入金

その他

無回答／無効回答

0円 1円以上、100万円未満 100万円以上、500万円未満

500万円以上、1,000万円未満 1,000万円以上、5,000万円未満 5,000万円以上、1億円未満

1億円以上 無回答

 
 

財政規模 

18.5% 

17.9% 

2.1% 
2.1% 

2.9% 

3.1% 
5.8% 

7.2% 

9.7% 

1.9% 

1.9% 

1.4% 
1.4% 

1.4% 

1.2% 
0.4% 

2.7% 
18.1% 
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２．NPO法人のこれから 
（１）社会からの期待 

“ＮＰＯに対する社会からの期待”については、「行政ではできない分野の活動」が 32.2％、

「地域の課題を解決し、地域を活性化すること」が 25.7％と多く、活動開始時期の違いによる認

識の隔たりはあまり見受けられない。また、「わからない」「無回答」を除く 92.4％の団体が“Ｎ

ＰＯは社会から期待されている”と考えている。 

 図表２（１） 社会からの期待                                                    Ｎ＝171 

２（１） 社会からの期待

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

行政ではできない分野の活動

地域の課題を解決し地域を活性化すること

社会貢献活動の場・機会の提供

多様な組織と協働・連携しての活動

企業ではできない分野の活動

学校法人ではできない分野の活動

地縁組織ではできない分野の活動

その他

わからない

期待されていない

無回答

1987年以前

1988年～1992年

1993年～1997年

1998年～2002年

2003年～2007年

2008年

無回答

 
 
（２）今後の活動方針 

今後の活動方針については、「行政や企業等が提供できていないサービスを、よりきめ細かく

提供していきたい」と「できる範囲でできることを地道にやっていきたい」が、それぞれ回答団

体総数の四分の一を占める。両者は全ての財政規模において選択されているものの、「行政や企

業等が提供できていないサービスを、よりきめ細かく提供していきたい」は、財政規模が「500

万円以上、5000万円未満」の団体で、「できる範囲でできることを地道にやっていきたい」は、

「１円以上、500万円未満」の団体でやや多く選択されている。 

 図表２（２） 今後の活動方針                                                   Ｎ＝171 

２（２） 今後の活動方針

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

行政や企業等が提供できていないサービスを、よ

りきめ細かく提供していきたい

できる範囲でできることを地道にやっていきたい

地域や社会の課題の解決に、他の団体や組織、

機関と連携して取り組んでいきたい

地域や社会の課題の解決に、コミュニティビジネ

スを通じて取り組んでいきたい

行政や企業等が提供しているサービスを、より質

を高めて提供していきたい

行政や企業等が提供していないサービスの必要

性を政策提言していきたい

その他

無回答

0円

1円以上、
100万円未満

100万円以上、
500万円未満
500万円以上、
1,000万円未満

1,000万円以上、
5,000万円未満
5,000万円以上、
1億円未満
1億円以上

無回答

 

活動開始時期 

財政規模 

32.2% 
25.7% 

14.0% 

12.9% 
2.3% 

0.6% 
0.6% 

4.1% 
4.1% 

3.5% 

27.5% 

26.9% 

18.7% 

10.5% 

4.7% 

4.7% 

1.2% 

5.8% 
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（３）必要な支援 

必要な支援について、複数回答とした場合、「行政からの資金援助」が突出して多く、財政規

模や「制度や仕組みに基づく事業収入の有無」に関わらず、選択されていている。 

しかし、「行政からの資金援助」以外の支援メニューにおいては、分散化する傾向にある。 

 図表２（３）ａ 必要な支援                                                     Ｎ＝513 

２（３）ａ 必要な支援（複数回答）

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0%

行政からの資金援助

活動に必要な備品や機材の提供

民間からの資金援助

スタッフやボランティアの仲介または提供

行政との連携促進

スタッフのための研修の機会や場の提供

広報・普及活動

事務所、会議室などの活動の拠点となる場所の提供

税金の減免措置

団体に対する融資制度の創設

様々な主体の連携やネットワーク構築への支援

行政施策に関する情報の提供

企業との連携促進

活動中の事故に対する保険制度の整備・援助

地縁組織（自治会等）との連携促進

市民が活動を体験できる機会や場の提供

事業力強化のための研修・講座の開催

政策提言の支援

学校法人との連携促進

各種専門家によるアドバイスの仲介

活動に関する情報の提供と情報発信の支援

マネジメント力強化のための研修・講座の開催

NPO間のネットワーキングの促進

活動への評価・表彰制度の創設・拡充

その他

支援は必要ない

無回答

0円 1円以上、100万円未満 100万円以上、500万円未満

500万円以上、1,000万円未満 1,000万円以上、5,000万円未満 5,000万円以上、1億円未満

1億円以上 無回答

 

 図表２（３）ｂ 制度や仕組みに基づく事業収入のある団体の考える必要な支援                    Ｎ＝171 

２（３）ｂ 制度や仕組みに基づく事業収入のある団体の考える
必要な支援（上位5位）

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

行政からの資金援助

活動に必要な備品や機材の提供

スタッフやボランティアの仲介または提供

スタッフのための研修の機会や場の提供

税金の減免措置

1番目

2番目

3番目

 

財政規模 

16.6% 
7.6% 

7.6% 

6.2% 
5.8% 

5.5% 
5.5% 

4.9% 
4.5% 

3.1% 

2.7% 
2.5% 
2.5% 

2.5% 
2.3% 

2.3% 

1.9% 
1.9% 

1.6% 
1.2% 

1.0% 
0.8% 

0.6% 
0.6% 
0.8% 

0.2% 
7.2% 

15.8% 
8.2% 
7.6% 

7.0% 
5.8% 



 109

 図表２（３）ｃ 必要な支援（１番目）【上位５位】                                        Ｎ＝171 

２（３）ｃ 必要な支援（１番目）【上位5位】

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

行政からの資金援助

スタッフやボランティアの仲介または提供

スタッフのための研修の機会や場の提供

事務所、会議室などの活動の拠点となる場所の提供

活動に必要な備品や機材の提供

行政との連携促進

税金の減免措置

1987年以前 1988年～1992年 1993年～1997年 1998年～2002年

2003年～2007年 2008年 無回答
 

 図表２（３）ｄ 必要な支援（２番目）【上位５位】                                        Ｎ＝171 

２（３）ｄ 必要な支援（2番目）【上位5位】

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

行政からの資金援助

活動に必要な備品や機材の提供

民間からの資金援助

広報・普及活動

行政との連携促進

1987年以前 1988年～1992年 1993年～1997年 1998年～2002年

2003年～2007年 2008年 無回答
 

 図表２（３）ｅ 必要な支援（３番目）【上位５位】                                        Ｎ＝171 

２（３）ｅ 必要な支援（３番目）【上位５位】

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%

民間からの資金援助

広報・普及活動

行政からの資金援助

行政との連携促進

税金の減免措置

学校法人との連携促進

様々な主体の連携やネットワーク構築への支援

活動中の事故に対する保険制度の整備・援助

1987年以前 1988年～1992年 1993年～1997年 1998年～2002年

2003年～2007年 2008年 無回答
 

 

活動開始時期 

活動開始時期 

活動開始時期 

25.1% 

14.0% 

8.2% 

7.0% 
5.3% 

5.3% 
5.3% 

17.0% 

14.6% 
10.5% 

5.8% 
5.8% 

8.8% 

8.2% 
7.6% 

6.4% 
5.3% 

4.7% 

4.7% 
4.7% 


